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11・22 元厚生次官刺殺犯・小泉毅容疑者（46）警視庁へ出頭→11・24銃刀法で逮

捕（11･25Ａ）

11・24 Ａ「世界金融損失、550兆円の試算ーみずほ証券」

11・24 最高裁判所長官に竹崎博允氏（東京高裁長官）、任命ー裁判員制度の「論功

行賞」、異例の最高裁判事14人超え

11・26 インド同時テローインド西部ムンバイの高級ホテル、鉄道駅10箇所で武装

集団による同時多発テロー106人が死亡、287人負傷、日本人1人死亡

⇒11・27アフガン･カブールの米大使館近くで大規模爆発（11･27Ａ夕）

→11・28Ａ「テロの温床、世界にー見えにくい実態、武力で制圧限界」

裁判員候補者通知と被害者参加制度施行と

11・28 裁判員候補者通知ー候補者約29万5000人への通知発送始まる（11･28Ａ夕）

→11・28Ｍ夕「不安抱え第一歩ー問い合わせ担当者、『想定外』に備え」

←11・27「裁判員制度はいらない！大運動」、抗議声明

←11・22集会とデモ 1200人余)、「人を裁くことを押し付けるな」「国民の

8割は制度に反対している（11･28Ｍ夕）

→11・29Ａ夕「裁判員候補通知配達、辞退、柔軟に対応ー○急な納品、×

社内会議」

→11・30Ａ「裁判員候補、私が？－通知初日、特設電話に 870 件ー相談、

辞退絡み多数」「裁判員時代、通知来ちゃったー単身赴任中『新幹線で？』、

「貴重な機会」「㈳竹崎新長官ー国民と共に歩む最高裁を」

→11・30Ｙ「『裁判員休暇』主要企業7割ーいよいよ我が身、仕事どうする、

100社調査」「あなたも裁判員、動き出す制度ー『休むと家計に響くかも‥』

ーパート･中小、対応に差」「裁判員『私が？』－『重い誕生日プレゼント』・

『貴重な経験』・『血圧上がる思い』」

→12・1 被害者参加制度スタートー刑事裁判に犯罪被害者が参加する制度

(被告人質問や求刑)（12･1Ａ）
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→12・1Ｍ「被害者参加、『裁判を癒しに』－あすの会シンポ、制度運用に

注文も」

→12・2Ｙ㈳「被害者裁判参加ー真相究明に役立つ制度に」

11・28 年金改ざんと社会保障

⇒調査報告書公表(舛添厚労相設置の調査委員会)－社会保険事務所が組織

的に改ざんに関与したとする内容ー職員約 1.5 万人へのアンケート／保険

料滞納の事務処理過程で所長ら複数の管理職が決済／アンケートー153 人

「不適正処理に関与」、190人「他の職員が不適正処理を行っていたことを

知っていた」／改ざんパターンー①職員が虚偽書類を自ら作成②職員が事

業主に虚偽の届出を教える③不適正な訂正処理であることを認識しながら

見逃すーなど（11･29Ｙ）

→11・30Ｍ㈳「年金記録改ざんー国民だました『国家の犯罪』」→12・2Ａ

㈳『年金改ざんー被害者の救済に全力』

⇒12・2年金特別便4万8000通未配達(郵便事業会社発表)－近畿地方の年

金加入者あての 1 部、ＪＲ貨物のコンテナー内に入ったままー新越谷支店

から新大阪支店あての9月23日発送分でＪＲ貨物の梅田駅構内に放置（12･

3Ａ）

→12・1Ａ『高齢者医療滞納20万人ー主要72市区、『無保険』になる恐れ』

－75 歳以上が入る後期高齢者医療制度で全国の主要自治体 72 市区で保険

料滞納者、08・10･末時点で約20万人

→12・1Ｍ「社会保障費抑制ー雇用悪化の影、保険負担削減案風前ータバコ

増税、焦点に」

→12・3Ｍ「来年度予算、社会保障費抑制見直しー公共事業費も、自民要求

受けー財政再建路線を転換」「予算編成方針転換ー『政権浮揚』あせる首相、

自民内に路線対立も」「『最後のタガ』外された財務省、『財政崩壊が始まっ

たということだ』「民主『雇用』で対抗、政府の補正見送りで経済対策焦点

にー非正規労働者を支援、与党も失業手当を拡充」／Ｙ「社会保障費、2200

億円抑制実質見直しー政府調整、景気対策に重点」「小泉改革路線を修正ー
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政府予算編成、『抑制幅』焦点に」

不況の深刻化と人員削減の嵐

11・28 人員整理と不況

⇒企業の内定取消し少なくとも 331 人（厚労省途中集計）－来春卒業予定

の大学生と高校生／内訳ー大学生･短大生など 302 人、高校生 29 人／取消

企業ー87社／業種別ー不動産業84人、サービス業66人、製造業59人

⇒非正規労働者の雇い止め3万人失職／雇用形態別ー派遣約1万9800人、

期間工など契約社員約5800 人、請負約3200 人／産業別ー製造業9割以上

／都道府県別ー愛知4104人、岐阜1986人、栃木1680人ー自動車など製造

業盛んな地域が多い（11･28Ａ夕）

→11・29Ａ「内定失い斗う学生ー労組入り、補償要求ー「うちは大丈夫」

社長が云ったのに」「正社員も『退職の圧力』」

⇒11・28 求人悪化（厚労省発表）－有効求人倍率（季節調整値）、0.80 倍

ー前月0.04％マイナス、04・5以来 4年 5ヶ月ぶり低水準ー新規求人数が

前年同月比18.1％減、22ヶ月連続減少／10月完全失業率（総務省発表）、

3.7％（前月0.3％マイナス）－総務省「求職活動をしていない非労働力人

口が増えたことが要因と見られ、改善とはいえない」（11･28Ａ夕）

⇒11・28 鉱工業生産急落（経産省発表）－10 月の鉱工業生産指数（05 年

100、季節調整済み速報）、102.3（前月比3.1％マイナス）、06・2以来の水

準（11･28Ａ夕）

⇒11・28家計調査（総務省発表）－10月の家計（2人以上世帯の消費支出）

物価変動の影響を除いた実質で前年同月比3.8％減ー8ヵ月連続減少ー1世

帯当りの消費支出は29万 1504円（11･28Ｎ夕）／消費者物価（総務省発表），

10月の全国消費者物価指数（ＣＰＩ、2005＝100），生鮮食品除くベースで

102.4（前年同月比1.9％上昇）（11･28Ｎ夕）

→11・20Ｎ夕「10月経済総計ー雇用不安、家計に打撃ー経済相『楽観でき
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ない』」

→11・28Ｎ夕「ＥＵ、景況感、最低水準ー個人、企業の需要減退ー11月指

数70.5、『後退』長期化を警戒」

→11・29Ａ「経済指標不況一色ー鉱工業生産・下げ幅最大の見通しに／有

効求人、4年５ヵ月ぶり低水準／消費者物価、2ヶ月連続上げ幅縮小ー自動

車･素材、進む減産」

→11・29Ａ㈳「内定取消しー若者の未来を裏切るな」

⇒11・28（判明）、日本総合地所（東京都港区）、内定決定の大学生53人全

員の取消し（11･29Ｍ）

→11・29Ａ「非正規解雇 3 万人、厚労省調査ー違法横行、覇権の中途解約

7割ー内定取消し331人」

→11・30Ｈ「3000 人雇用守れる、『期間工切り』トヨター株主配当、たっ

た3円分90億円で」

⇒12・1Ｍ㈳「内定取り消しー若者の夢を台無しにするな」／Ｈ(主)「大量

解雇ー違法はまかり通らせない」

→12・2Ｔ㈳「雇用不安拡大ー非正規から対策を急げ」

→12・2Ｙ「雇用維持、春斗の争点にー首相が協力要請ーリストラ、正社員

波及もーベア要求、経営側『余力ない』『派遣 2009 年問題』ー契約期限切

れで、大量失業の恐れ』

→12・2Ｔ「内定取消し急増、企業にペナルティーなくー勝手すぎ、遅すぎ」

→12・2Ｎ「『賃上げを』に経済界難色ー首相、景気後退下で異例の要請ー

雇用保険料下げ念頭に、雇用安定では一致」

上場企業倒産31件目と米国経済の深刻度

⇒11・28 モリモト（東証 2 部上場マンション分譲業）、民事再生法適用申

請、夫妻1615億円ー上場企業倒産、今年31社目で戦後最悪を更新（11･29

Ａ）
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→11・30Ａ「金融危機の打撃深刻、全国主要 100 社景気アンケートー9 割

が「景気に悪影響」

→11・30Ｙ「『世界の工場』暗転ー倒産、夜逃げ‥、『80万人が失業』－広

がる閉塞感」－中国･広東省東莞市／「米、厳しい年末商戦ー今年はワース

ト･クリスマス」

→12・1Ｎ「中国の抗議行動、都市部に拡大ー失業など労働問題深刻、投資

詐欺、警察不信も引き金ー首都･北京にも波及」「インド企業、相次ぎ減産

ー投資計画の中止も急増ー景気減速、動じテロ追い討ち」

⇒12・1「景気悪化10月の残業時間4.5％減」（厚労省、10月の毎月勤労統

計）－労働者1人あたりの所定外労働時間（残業時間）、月10.6時間（前

年度同月比4.5％減）2.7ヵ月連続減（12･1Ａ夕）

→12・2Ａ「新車販売、前年比 27％減ー11 月内の国内ー下落幅、前月から

倍増」「新車販売27％減、原産･減員『どこまで』-国内も急落、衝撃」

→12・2Ａ夕「米景気昨年12月に後退ー全米経済研究所、雇用の悪化顕著」

／Ｍ夕『米が景気後退宣言、昨年12月以降ー7年ぶり、戦後最長も』

→12・3Ａ㈳「景気失速ー不安心理が止まらない」

⇒12・2日銀、年末資金繰りに3兆円供給対策決める（12･3Ａ）

→12・3Ｔ㈳『景気悪化ーこれで年末が越せるか』

⇒12・2Ａ米、新車販売 36％減（米調査会社まとめ）－11 月の米新車台数

74万 6789台（前年同月比36.7％減）、3ヵ月連続で100万台割る（12･3Ｍ

夕）

⇒12・3Ａ米ビッグ３、米議会に3.2兆円支援要請（12･3Ｙ夕）

どうにも止まらない自公政権の迷走ぶり

11・28 ⇒初の党首討論ー麻生首相と民主小沢代表ー小沢代表「補正出すか解散を」

／麻生代表「政治空白作れない」－「平行線」（11・29各紙朝刊）

→11・30Ｍ「社説ウオッチング、麻生首相の問題発言ー各社が批判、濃淡
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もー毎日、朝日、資質に言及／読売正面から取り上げず」

→11・30Ｍ「小沢氏の国会戦術ー『早期解散』に執念、自民の不信感根強

く」

→12・1Ｎ（世論調査ーＮとテレビ東京）12・28－30調査

①麻生内閣支持率ー支持31％（08・10末調査48％） 不支持62％（同43％）

②二次補正提出先送りー支持しない56％、不支持28％

③来年度予算編成、税制改正で重視して欲しい政策ー年金、医療など見直

し 33％、雇用対策 28％、個人向け減税14％、抽象記号資金繰り支援14％

‥

→12・2Ａ「政権２ヵ月失速状態ー『麻生首相では戦えない』党内懸念」「選

挙管理内閣提案ー小沢氏『全党で超大型連立』」「解散封じ、自民必死ーほ

ころぶ結束、『破れ目』の恐れー首相縛られ支持率急落、ベテランにも再編

意識」

→12・2Ｍ「首相巡り自民亀裂、有権者離れも選挙も心配ー中堅･若手批判、

ベテラン･擁護」「『政権持たない』、小沢代表指摘ー『超大連立』は否定」

／Ｙ「首相批判拡大を警戒、自民執行部ーグループ結成相次ぐ」

→12・3Ｎ「『麻生離れ』広がるー相次ぐ議連発足、再編狙う発言もー支持

率急落、衆院選へ危機感」「あせる自民、歳出増迫るー執行部、異例の方針

ー『骨太』見直し、首相は難色」「財務省、バラマキ圧力警戒ー金融危機、

対応難しくー公共事業に特別枠も」

いまさら悩んでもーブッシュ「イラク戦争の失敗」

11・28 イラク、アフガン、インド

⇒11・28 イラク空自、年内撤退を正式決定ー安全保障会議で了承（11･28

Ａ夕）

⇒11・28イラクーバグダッド・サドルシティーで米軍地位協定承諾に抗議

デモ（9000人）（11･30Ｈ）
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⇒11・28 空自に撤収命令ー04・3～08・11・26 までの実績、810 回（国連

関係102回）、要員4万5800人（同2800人）、物資671トン（同86トン）、

対印擬制ゼロ（11･29Ａ）

→11・29Ｈ(主)「空自イラク撤退ーあらゆる戦争をやめよ」→11・30Ｍ㈳

「空自撤収ーイラク再建支援はこれからだ」

→12・1Ａ㈳「イラクの米軍ー「出口」の道筋は見えたが」

⇒11・29インド、ムンバイテロ」作戦終了（当局者公表）←11・26発生ー

死亡 160 人（うち外国人１５人）に（11・29Ｙ夕）－死者 195 人、負傷者

約300人（ＡＰＣ通信など）

→11・30Ａ「同時テロ準備周到、インド武装集団制圧ー客装い宿泊、武器

搬入ーカシミール過激派浮上」

⇒11・28 イラク･バグダッド南方ムサイブのシーア派モスク附近で自爆テ

ロー12人死亡、18人負傷（11･30Ａ）

⇒11・29バグダッドのグリーンゾーンに追撃砲弾ー国連関係企業社員2人

死亡、15人負傷（11･30Ａ）

⇒12・1イラク各地で爆弾テロー計30人以上死亡、計70人負傷（12･2Ａ）

→12・2Ｈ(主) 「イラクとアフガンー「対テロ戦争」の見直し迫る」

⇒12・1 ブッシュ大統領、在任 8 年を振り返り「大統領の職にあった中で

最大の痛恨事はイラクの情報の誤りだった」「私は戦争に対する心構えが出

来ていなかった。戦争を予期していなかった」「（大量破壊兵器の保有がな

かったことを知っていたら、イラク戦争は起きたのかと問われ）面白い質

問だが、やり直しは出来ない。過程で答えるのは難しい」（ＡＢＣニュース･

インタビューで）（12･3Ａ）

12・1 前空自幕僚長田母神問題

→Ａ「アパ代表のみ最高点ー田母神氏論文を審査」「アパ代表審査ー田母神

氏応募、知っていたー同点『学生、30万円で十分』」-グループ代表、元谷

外志雄代表

→12・1Ｈ「田母神暴走なぜー続く海外派兵を機に、制服組の発言力増大」
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⇒12・2防衛庁、田母神氏に退職金約7000万円支払い（12･3Ｙ）

→12・3Ｈ(主)「前空幕長問題ー任命責任あいまいにできぬ」

12・2 食糧自給率 50％引き上げ工程表ー農水省、今後 10 年間で 50％に引き上げ

る（12･3Ｎ）

12・1 オバマ体制ーヒラリー･クリントン（国務長官）、ロバート･ゲーツ（国防長

官）、ジェームズ・ジョーンズ（国家安全保障担当大統領補佐）、エリック･

ホルダー（司法長官）、シャネット、ナポリターノ（国土安全保障長官）、

スーザン･ライス（国連大使）各氏の外交チームを発表（12･2Ａ）

⇒12・1 クリントン氏「私はこの職務、この政権を我が国に全てをささげ

るつもりだ。‥我々は再び世界に手を差し伸べ共通の目的とより高い立場

を追求する」（12･2Ａ夕）

→12・3Ａ「政敵起用オバマ流ーヒラリー氏政権内３位ー求めた『外交の即

戦力』、『チェンジ』は一歩一歩か」

12・1 温暖化防止ー第14回国連気候変動枠組条約締約国会議（ＣＯＰ14）開幕（ポ

ーランド・ポズナニ）－187 ヵ国・地域が参加ー「2050 年までに世界の排

出半減」など焦点→12・12まで（12･2Ｎ）

→12・2Ｎ㈳「温暖化防止会議、様子見でなく前進を」／Ｔ㈳「温暖化対策

会議ー転換の兆しが見える」

予算編成めぐる混迷ー政権の劣化顕著

12・3 来年度予算基本方針決定ー政府、財政再建当面棚上げの閣議決定ー「シー

リングを維持しつつ、状況に応じて果断な対応を機動的かつ弾力的に行う

『説明なき政策転換』」（12･4Ａ）

→12・4Ａ「混迷政権、骨抜き方針ー政策決定過程が劣化、自民側も不全あ

らわー歳入増の論議は不在」「㈳財政路線の転換ー危機克服にこそ規律を」

「歳出拡大、もろ刃の剣-経済対策、財源は借金ー財政赤字悪化の恐れ」／

Ｙ「財政再建路線を転換ー来年度予算基本方針決定、公共事業上積みへ」
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→12・4Ｔ㈳「予算編成方針ー『なし崩し』はごめんだ」／Ｈ(主)「『骨太』

方針―破たん路線は根本から転換を」

→12・7Ｍ「『地方に1兆円』が混線ー首相構想別枠、道路は焼け太り」「答

え出せぬ官邸ー不況対応、税制、年金‥ー議員本音『選挙対策を』－『宿

題』締め切り守れず」「財政再建路線、骨抜きの方針ー社会保障費抑制／公

共事業費削減／消費税増税日程ータガはずれ要求噴出」

→12・7Ｎ「予算編成、３つの難題ー地方交付税、社会保障費、特別枠予算、

調整はヤマ場に」

→12・11Ｙ「公明に行き詰まり状態ー解散遠のく、給付金不評」

12・4 法人企業、7～9月期の計上利益22％減ー設備投資13％減（財務省発表）（12･

4Ｍ夕）

⇒「景気、全米で一段と悪化」ー米連邦準備理事会（ＦＲＢ）、地区連銀経

財報告を発表「経済活動は全域で弱まった」「米景気『二番底』へ、地区連

銀報告ー『借金消費』行き詰まり」

→12・5Ｎ「収益急減、縮む企業ー法人統計 3 期連続の減収減益-原油高で

コスト増、売り上げも縮小」「10 月以降も需要減鮮明ー企業停滞、家計波

及も」

⇒12・4雇用緊急対策要請ー全労連、麻生首相あて（12･6Ｈ）

「非正規切り」激発ー列島に怒り広がる

12・4 Ｔ「企業規制しかないー派遣切りＳＯＳ，2日で472件ー4割中途解約、政

府対策『悠長すぎ』」「何度も喪失、生活漂流ー18年派遣勤務『今日で解雇』

-敷金、礼金あてなし」

→12・4Ｈ「いすゞ非正規社員が労組ー違法解雇撤回、正社員化をー栃木工

場4氏が結成」（12･4Ａ夕）

⇒12・4非正規社員1500人削減ー09・3までにキャノン1637人、東芝380

人（判明）（12･4Ｙ夕）
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12・4 怒りの集会･デモ「『非正規切り』を許すな、派遣法の抜本改正を」（日比谷

野音、2000人超）（12･5Ｈ）

→12・5Ａ「『派遣切るな』切実ー2000人が集会、追いつかぬ雇用対策」「野

党、雇用取り組み強化ー菅氏はネットカフェ視察」「雇用対策費、倍増ー計

2 兆円、一般財源から 1 兆円ー自公合意」／Ｎ「雇用情勢、急速に悪化ー

連合『緊急対策を』ー政労会見、首相『知恵絞る』」／Ｔ「派遣社員はモノ

じゃないー法改正訴え、野音に2000人ー日比谷」／Ｈ「派遣法抜本改正せ

よー労働者、市民ら集会･デモ」

→12・5Ｎ「製造業の雇用調整」加速、非正規社員ー主要 38社、2万 1000

人削減ー機械･電機に波及、コマツは400人」／Ｔ「止まらぬ『非正規』切

りーキャノン1100人削減、子会社ー東芝も540人追加ー減産デジカメ、半

導体も‥ーホンダ、さらに490人」

→12・5Ｈ「我慢限界、労組結成ーいすゞ非正規労働者ー有休とらず残業・

休日も／正社員めざし懸命に働いた」「いすゞ解雇は無効ー期間社員が仮処

分申請、宇都宮地裁支部」

⇒12・6Ａ「米雇用、53 万人減ー11 月、34 年ぶり大幅悪化」「自公雇用対

策、3 年で 2 兆円ー「雇用危機に政策無策ー即効性なし／新味なし／推進

力なしー対策越年‥失職者は『年越せぬ』」／Ｍ「失業率 6.7％」「㈳リス

トラ横行ーこんなことでは国が危うい」／Ｙ㈳「新雇用対策ー失業の痛み

緩和へ早期実施を」／Ｎ㈳「この際、定額給付より雇用対策の充実を」／

Ｔ㈳「派遣切り急増ー経営が安易にすぎないか」

⇒12・5共産志位委員長、麻生首相と会談ー雇用不安や貸し渋りめぐり」

→12・6Ｍ「自供党首が異例の会談「年の瀬を向かえ雇用と中小企業を守る

緊急対策を」の要請で（12･16Ｈ）／Ｈ「『派遣切り』政治の責任で許すな

ー志位委員長首相と党首会談」

→12・6Ｍ「ビッグ３救済迷走、不信招く、米上院公聴会ー民主、共和溝埋

まらず」／Ｎ「米、歯止めなき失業増ー雇用減、今年 200 万人突破へーサ

ービスにも波及」
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→12・7Ａ㈳「雇用危機ー失業者の年越しのために」／Ｔ㈳「人権としての

脱貧困、週の初めに考える」／Ｈ「キャノン『非正規切り』の一方、剰余

金 2800 億円増ー正社員 7 万人分、1 年間で」「日産栃木工場、派遣切りに

街沈むー部品下請け『減収確実』－アパートはどこも空き家、日産の犠牲

転稼許すな」

大企業のリストラ旋風と相次ぐ倒産と

→12・8倒産激増ー1～11 月の企業倒産件数（負債総額1000 万円以上）が

1万1534件、前年同月比14.6％増ー前年1年間の倒産件数1万959件を上

回るー上場企業は最悪の32件（12･9Ｙ）

→12・9Ｙ「企業倒産急増ー『負の連鎖』中小直撃、資金調達厳しさ増す」

→12・9ＧＤＰ1.8％減に修正（内閣府発表）、7～9月期のＧＤＰ2次速報は

実質ＧＤＰが前期比1.5％減（年率換算1.8％減）－１次速報の0.1％減（年

率0.4％減）を下方修正（12･9Ａ夕）

→12・9Ｎ夕「企業活動尾停滞映す、ＧＤＰ７－９改定値ー世界経済減速が

打撃ー輸出停滞、在庫の圧縮進む」→12・10Ｍ「ＧＤＰ下方修正ー外需依

存懸念強くー今年度、７年ぶりマイナス成長」

→12・12Ａ「ＧＤＰ0.9％減を予測ー民間１２社平均、０８･０９年度連続

で」

→12・9ソニー16000人削減ー全世界の従業員16万人（9月末）の5％に当

る 8000 人を 09 年度末までに削減、派遣社員なども 8000 人規模で減らす

（12・10各紙朝刊）

→12・10Ｍ「求人取り消し高卒悲鳴ー雇用悪化社会全般に、急増36％の学

校でー大卒採用拡大ー急ブレーキ、不動産・機械目立つ」「就職氷河期再び

ー『売り手市場』が一変、内定取り消しも続々」

→12・10Ｙ『円高･不況が直撃ーソニー大規模リストラ、追加削減も示唆』

→12・12Ｔ「雇用削減に走る『経団連』ー『なりふり構わぬ』行動ー輸出
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頼み、新事業怠ったツケ」「第3の道『日本型モデル』どこへートップが火

の粉かぶれ、『首にする経営者は無能』」

クラスター爆弾禁止条約署名ー世界の良識の結晶

12・3 クラスター禁止条約署名（オスロ）-クラスター爆弾禁止条約（オスロ条約）

署名式、クラスター爆弾の使用、製造、保有を禁じ、被害者支援や不発弾

処理を定めるー約50カ国の閣僚を含む100カ国以上の代表参加（日本外相

も）ー米、ロ、中国など不参加

<条約骨子>

①使用、開発、製造、貯蔵、保有、移転（輸出）の即時禁止

②発効後8年以内に保有在庫を廃棄

③不発弾の除去、廃棄を10年以内に完了、爆弾使用国は除去、廃棄を援助

する

④被害者に医療、社会復帰、心理的な支援を提供

⑤批准国が30カ国に達して6ヵ月目の月初めに発効

ークラスター爆弾は、米国、ロシア、日本など75カ国が使用、イラク、レ

バノンなど約30ヵ国，地域で使用（12･4Ｍ）

→12・4Ａ「クラスター爆弾禁止条約署名式、大国抜き、実りと限界－ＮＧ

Ｏ主導世論動かすー『日本は積極的』懸命にアピール」／Ｍ「残る課題、

Ｋラスター条約署名ー『オバマ政権変革を』－ＮＧＯ期待も、廃棄に多大

な経費ー米露中に『包囲網』-加盟国増、使用『タブー化』促す」

12・4 「余生は刑務所で」に懲役4年の判決ー東京地裁（秋葉康弘裁判官）、8・

22通行人を果物ナイフで刺し傷害罪に問われた無職･北川初子被告（79）

に懲役4年の判決-被告の供述「とにかく寝るところも金もない。それで警

察のお世話になろうと」（12･4Ａ夕）

12・5 法科大学院が定員削減検討ー中央教育審議会（文科相の諮問機関）、法科大

学院特別委員会で報告ー全国74大学院（現想定数約5800人）のうち19校
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が定員削減、49校が削減検討中ー現定員維持は私立の6校のみ（12･6Ａ）

→12・20Ｙ

裁判員制度の危うさと死刑の存廃問題と

12・5 裁判員制度ーＭ「裁判員制度通知届くー辞退に関する質問半数に、対策進

むが不安なおー裁判員 100 人超に「欧米研修」／法律用語、平易に／大企

業9割『有給休暇』／中小6割『手つかず』」

→12・5Ａ夕「ネットに候補者の輪ー不安や疑問語る場に」

⇒12・5 裁判員相談 5 日間で、1.5 万件ー最高裁、11.29～12・4 までのコ

ールセンターへの電話が約1万5680件と発表ー苦情約470件、残りは質問

や相談ー辞退理由に関する全般的質問が約3960件、辞退関連の問い合わせ

が全体の約6割（12･6Ａ）

→12・7「報道と裁判、どう影響ー欧州の連続女性殺人事件にみるー評議、

自ら判断、参審員ー本質理解に必要、記者ー報道規制明文化、先進国では

まれー加盟各社、自主ルールを検討、日本新聞協会」

⇒12・10裁判員制度検証有識者会議ー最高裁、定員8人の同 設置を発

表 （12･11Ｍ）

→12・1Ａ㈳「広島女児殺害判決ー裁判員裁判の課題一掃を」／Ｙ㈳『広島

女児殺害ー拙速な審理が指弾された』

→12・11Ｙ特集「死刑第２部・かえらぬ命①」－「『命は重い、でも‥、遺

族になって考え変わった』「オウム再審請求困惑の遺族ー『結局生き延びた

いのか』」→12・12Ｙ「死刑ー死刑囚と面会願う遺族ー心から笑えぬまま8

年半、娘奪われたつらさ伝えたい」

12・4 イラクー米軍駐留協定、イラク大統領評議会が承認、09・1・1発効が正式

決まる（12･5Ａ夕）

→12・5パキスタン北部ペシャワル中心部に米、爆撃ー少なくとも20人死

亡、約80人負傷（12･6Ｙ夕）
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⇒12・11イラク北部キルクークで自爆テロー死亡55人、負傷約120人（12･

12Ｙ）

⇒12・11米軍の捕虜虐待で「上層部に責任」の報告書（米上院軍事委員会

発表）－キューバ･グアンタナモの米軍の対テロ戦収容所やイラク・アグレ

イブ刑務所などで 02～04 に起きた米軍による収容者や捕虜の虐待事件に

つき、ラムズフェルド国防長官を始めとする上層部の責任を明確にする超

党派の調査報告書（12･13Ａ）

12・5 改正国籍法成立ー改正国籍法成立（参院本会議ー与党、民主、共産、社民

各党賛成、国民新、新党日本、無計 9 人反対）－両親の未婚を理由に日本

国籍を認めないのは「不合理な差別で違憲」とする 08・6 最高裁判決を踏

まえた法改正ー父の認知があれば、両親が未婚でも子の日本国籍を認める

（12・5各紙夕刊）

⇒12・5改正労働基準法成立（参院本会議ー与党、民主などの賛成、共産、

社民など反対）ー残業代の割増率を月 60 時間を超える部分を 50％に、月

45時間超の割増率を25％超への努力義務（12･5Ａ夕）

判決を偽造して振込み詐欺の上まえはねるか

12・7 振り込み詐欺「上まえはね」容疑ー京都家裁書記官･広田照彦容疑者（35）、

偽造有印私文書行使の疑いで逮捕（12･8Ａ）

→12・11Ｙ夕「法知識を悪用、広田・家裁書記官―偽判決文、裁判所、管

理甘く」

→12・12Ａ㈳「書記官事件ー揺らぐ裁判所への信頼」

12・8 砂川事件めぐる最高裁長官と米大使の密談

元被告土屋源太郎氏（74）ら、情報開示請求方針決めるー1審伊達判決後、

ダグラス･マッカーサー２世駐日米大使と田中耕太郎最高裁長官とが密談

した件につき、、最高裁と外務省に情報開示請求（12･9Ｍ）

12・8 「太平洋戦争」67周年ーＨ(主)「侵略の誤り問い続けてこそ」「12・8太平
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洋戦争開始67年ー戦前と戦後、同列視できないー侵略戦争の真実は、際立

つ無法と野蛮ー中国侵略、謀略と残虐ｰ日米開戦、撤退拒否が原因ー軍事力

で朝鮮を併合、干渉の産物『駐兵権』」

→12・12学生九条の会交流集会（早大、1000人参加）

→12・13Ｈ「私は 9 条を選ぶー学生九条の会が交流集会、ビースナイトナ

インに1000人」

12・8 厚生年金改革構想ー日本経済新聞本社研究会 2 次報告（公的年金改革第二

次案）－基礎年金（普通年金）の財源は全て消費税、給付月額6万6000円

を維持、改革に伴う消費税率は6.5％／厚生年金比例部分に利率1.5％の積

立年金導入し若者への給付充実、パート、フリーターを含め勤め人全て厚

生年金加入、など（12･8Ｎ）

内閣支持率急落ー政権が危険水域に

12・8 Ａ（世論調査）－12・6,7全国電話調査

①麻生内閣ー支持率22％（11・8,9前回37％）不支持64％（同41％）

②衆院解散の時期ー早く実施51％（同33％）、急ぐ必要ない40％（同57％）

③今、総選挙の場合比例区での投票先ー自民28％、民主36％、公明3％、

共産3％‥

④今後の政権ー自民中心29％、民主中心43％

⑤首相にふさわしいのはー麻生30％、小沢35％

⑥2次補正の先送りー納得できる23％、納得できない60％（12･9Ａ）

→12・8Ａ「内閣支持 22％ー麻生政権 2 ヵ月で急降下ー「首相に適任は」

小沢氏が逆転、本社世論調査ー一気に政権末期」／Ａ夕「大臣コロコロ、

官僚冷淡ー『死に体』政治と距離「内閣支持率急降下ー野党『国民から 不

信任案』、与党内も『統治能力ない』」→12・9Ａ「揺らぎ始めた『3分の2』

－政権に見切り分派活動」「再編論自民争鳴、ベテラン勢も呼応ー中堅･若

手、公然と新党構想ー給付金・道路財源審議が火種」「㈳支持率急落ー政治
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の刷新を求める民意」

12・8 Ｍ（世論調査）－12・6,7電話調査

①麻生内閣ー支持率21％、（前回36％）、不支持58％（同41％）、関心ない

19％（同21％）

②どちらが首相にふさわしいかー麻生首相19％（同40％）、小沢代表21％

（同18％）、どちらもふさわしくない54％（同40％）

③次の衆院選でどちらに勝って欲しいかー自民29％、民主46％、その他政

党16％

④第2次補正予算案を先送りしたことー支持24％、支持しない61％

⑤定額給付金ー評価する21％、評価しない70％

⑥衆院解散時期ー直ちに、28％、09・1冒頭17％、09年春予算成立後25％、

任期いっぱい15％

⑦麻生首相の不用意発言や漢字の読み間違いー資質を疑う48％、目くじら

立てるほどでない42％

ーＭ「麻生内閣支持、激減21％ー失言、政策迷走でー『党首力』小沢氏が

逆転，本社世論調査」「自民システム限界に」「政権早くも袋小路、内閣支

持激減21％ー後継不在に閉塞感、自民中堅・若手『麻生離れ』加連ー与党

支持層も離反」

12・8 Ｙ（世論調査）－12・5～7全国電話調査

①麻生内閣ー支持20.9％、（不支持66.7％、ＤＫ12.4％

②どちらが首相にふさわしいかー麻生首相 28.8％、小沢代表 36.4 派、Ｄ

Ｋ34.7％

③第2次補正予算先送りー妥当19.6％、妥当でない66.5％、ＤＫ13.9％

④定額給付金ー大いに・多少は評価23.4％、余り評価せず26.7％、全く評

価せず45.3％、ＤＫ4.5％

⑤衆院の解散、総選挙ー今すぐ21.7％、年明け早々36.0％、来春22.4％、

来年9月の任期満了までに14.3％

⑥今総選挙すれば、比例代表でどこに投票するかー自民 24.2％、民主
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40.2％、公明3.5％、共産4.3％、社民1.1％、決めていない20.5％

→Ｙ「内閣支持率半減 21％、本社世論調査ー首相に適任、小沢氏が逆転ｰ

首相の求心力一層低下」「新党･再編後押しもー内閣支持率半減ー自民、麻

生離れ深刻」／Ｙ夕「支持率急落ー民主、首相問責もー政府･与党、強い危

機感」

12・8 Ｔ（共同通信世論調査）－12・6ー7電話調査

①麻生内閣ー支持率25.5％、（前回40.9％）、不支持61.3％（同42.8％）、

ＤＫ13.2％（同16.9％）

②2次補正予算先送りー妥当26.0％、妥当でない55.7％、ＤＫ18.3％、

③財政再建路線の見直しー賛成56.9％、反対28.3％、ＤＫ14.8％

④郵政民営化計画の見直しー賛成52.3％、反対32.5％、ＤＫ15.2％

⑤衆院の解散時期ー年末 24.1％、09・1 冒頭 23.7％、09・4 頃 19.7％、9

月の任期満了16.2％‥

⑥政権ー自民中心政権33.1％、民主中心政権45.4％、ＤＫ21.5％

⑦次の衆院比例選で投票する政党ー自民27.4％、民主38.3％、公明3.9％、

共産4.9％、社民2.1％

⑧首相にふさわしい人物ー麻生33.5％、小沢34.5％、ＤＫ32.0％

ーＴ「内閣支持率急落25％、全国電話世論調査ー『首相は小沢氏』逆転」

「『国民は見放した』ー支持率急落、野党が批判」「改革の痛み限界？ー格

差拡大、自民支持層『小泉離れ』」

12・9→Ｙ「支持率急落、どうする首相ー『2割政権』厳しい前途ー頼みの

予算、立ち往生の恐れ」「㈳内閣支持率急落ー麻生自民党は立ち直れるか」

「うごめく『反麻生』ー支持率急落、党内対立先鋭化も」「狙いは政党交付

金ー年末になぜ、新党結成」「野党、批判攻勢強めるー『不信任』『問責』

求める声も」

→12・12Ａ「首相指示、与党従わずー消費税増税『3 年後と明記を』ー公

明反対、税制大綱時期に幅ー大綱、減税一色」「2200 億円抑制、袋小路ー

社会保障費財源、たばこ増税断念ー首相、最後は党任せー厚労省『予算組
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めない』、また埋蔵金流用の案も」

→12・14Ｍ「社説ウオッチグ、麻生内閣支持率ー３紙同時急落の衝撃ー『2

次補正後、総選挙を』毎日、朝日、東京ー『解散に判断示さず』読売、産

経、日経」

米経済の破綻とオバマ次期政権への期待

12・6 オバマ次期大統領、大規模経済再生計画発表（ラジオ演説）－①250 万人

の雇用創出②政府施設の暖房，照明をエネルギー効率の高いものに交換②

アイゼンハワー大統領以来の道路網など大規模インフラ整備④校舎の近代

化と最新コンピューターの配備⑤医療分野などで「情報スーパーハイウエ

ー構想」を充実（12･7Ｙ）

⇒12・10米ビッグ３救済法案、下院可決ー最大計140億ドル（約1兆3000

億円）の緊急融資（賛成237、反対170）ー各社のリストラを実質的に義務

づけるもの（12･11Ａ夕）

⇒12・10米財政赤字 67％増、11月前年比（米財務省発表）－11 月の財政

赤字が 1643 億 9700 万ドル（約 15 兆 2900 億円）、前年同月比 67％増ー09

年会計年度（08・10～09・9）に入ってからの 2 ヵ月間の累積赤字は 4015

億 7400 万ドル、過去最大赤字の08年度の4548 億 6000 万ドルに迫る大幅

赤字（12･11Ａ夕）

⇒12・10世界の原油市場 25 年ぶり減（判明）ー08 年の世界の原油需要が

日産8580万バレル、対前年を20バレル下回る見通し（12･11Ｍ夕）

⇒12・8 トリビューン破綻ー米メディア大手「トリビューン」は連邦破産

法11条（日本の民事再生法に相当）に基づく会社更生手続きの適用を米連

邦破産裁判所に申請ー負債総額約130億ドル（約1兆2000億円）①トリビ

ューンー本社はイリノイ州シカゴに本社、1847 年創業、ロサンゼルス･タ

イムズなど日刊紙8紙を傘下に置き、発行部数計約800万部、米国内に23

のテレビ局保有Ｍ従業員約2万人、全米最大規模の総合メディア企業（12･
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Ｍ夕）

→12・9 世界経済見通し 0.9％と予測（世界銀行発表）－09 年の世界全体

の実質成長率は前年比 0.9％低下と予測／世銀は「世界経済は重大な岐路

に立っている」、09 年の成長率ー08・1 時点の見通し（3.6％）から大手下

方修正／国・地域別ー日本マイナス0.1％、米マイナス0.5％、ユーロ圏マ

イナス0.6％、中国7.5％（08年 9.4％）、インド5.8％（同 6.3％）、ブラ

ジル2.8％（同5.2％）（12･10Ａ夕）

→12・11米バンカメー最大3.5万人削減発表（向う3年間で）→11月に雇

用者数 53 万人減少、金融ではシティグループが従業員 15％の 5.2 万人削

減発表（12･12Ｎ夕）

⇒12・11米議会ビッグ３救済法案、事実上廃案にー共和党の修正案めぐる

協議決裂

→12・13Ｎ『米議会混迷、市場に動揺ー円一時 88 円台、13 年ぶり高値ー

輸出企業に打撃、日経平均一時600円超す下げ』

→12・13Ａ「円高『屋台骨』を直撃ー輸出収益想定外の激減、歳末商戦財

布は固くー円買い消去法的」

→12・12Ｎ「経済急降下の11月ー金融危機が波及、記録的な指標悪化、企

業･家計で鮮明にー自動車販売3割減／『街角景気』最低に／中国の輸出減

少」

閉塞感のなかー労働者の反撃と通り魔殺人と

12・9 政府、追加雇用対策決定ー今後 3 年間で 2 兆円規模の事業費を投入に 140

万人の雇用の下支えを目指す／概要ー①雇用維持対策ー派遣を正社員に雇

用した企業に1人当り最大100万円支給②再就職支援対策ー4000億円の雇

用創出基金設立③内定取消対策ー相談実施、悪質企業名公表（12･9Ｙ夕）

→12・11Ｍ「悪質『内定切り』ー内定だから取消し説明不要／自己都合で

辞職と書いて送れ／採用延期だがいつまでか不明」
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→12・11Ｍ夕「とてつもない年の暮れー東京ルポ＜下＞－街の寂しさ、し

みじみとー『仕事も活気もない』、『内定取消ハカヤロー』－もやもや‥抱

えながら」

→12・12Ｈ「労働者の反撃始まったー非正規切り、厚労省通達」生かしさ

らにー大手キャノンの請負労働者、寮退去撤回させる」

→12・12Ｈ「守れ雇用ー労働ホットラインにＳＯＳ391 件、非正規 4 割ー

セクハラ受け解雇、契約残し中途解約通告も」

12・11 「通り魔殺人」過去最悪（警察庁まとめ）ー今年に入り、12・9 までに全

国で14件発生、死傷者43人（死者11人）、件数、死傷者数とも過去最悪

／刑法犯全体ー認知件数約167万件（11･末まで）、約5％減ー殺人、強盗、

放火など重要犯罪のうち唯一増えた殺人は1200件（12･12Ａ）

またしても再可決ー給油延長法案強行の自公政権

12・11 給油延長法案ー参院外交防衛委で否決（民、共、社民など反対で）→12・

12参院本会議で否決（同）（12・12各紙夕刊）

→12・12Ｈ「新テロ法案、再議決でなく廃案をー世界の現実と国会論戦で

明らかーアフガン、報復の混乱の極致ー日本政府、戦争の限界認めるがー

『田母神』問題、違憲教育と軌を一に」「派兵、－声大きくー新テロ法延長

案ーこの再議決は無法がすぎる」

⇒12・12給油延長法案「再可決」成立（衆院本会議）

→12・14Ａ㈳「衆院再可決ー『3分の２政治』もう限界」

⇒12・12米国務省マコーマック報道官、歓迎「日本が多大なる貢献してき

た。（給油活動の）継続を歓迎する」／浜田靖ー防衛相、イラク派遣の空自

活動の任務終了を命令（12･13Ｎ）

→12・16Ｙ㈳「新テロ法成立ー給油継続の『次』も考えたい」
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消費税率引き上げ問題とＣＯＰ14の行方と

12・12 与党税制改正大綱決定ー住宅ローン減税、自動車・道路税率減免、中小企

業税率の引き下げ、株式譲渡税優遇、消費税の社会保障税化など

ー減税規模1兆700億円、消費税の実施時期と幅示さず（12・13Ｍ）

→12・13Ａ「与党税制大綱決定ー家計へ効果限定的、住宅ローン減税が柱」

「減税 1 兆円寄せ集めー富裕層に厚い恩恵、福祉財源遠い不安解消」／Ｍ

「選挙意識政策減税目白押し、与党税制改正大綱ー住宅購入早いほど得」

「消費税引き上げ時期明示見送り、公明の意向強くー2法案再可決、『造反』

で揺さぶり」「㈳緊急経済対策ー泥縄式では生活は好転しない」

⇒12・12麻生首相、「生活防衛のための緊急対策」発表（総事業費23兆円）、

「与党税制改正大綱の考え方の範囲内で 11 年度から消費税を含む税制抜

本改革を実施したい」（12･13Ａ）

→12・13Ｙ「与党税制大綱、消費税上げ時期明示せずー首相の意向ないが

しろ、公明党との調整難航ー『雇用』で政権浮揚狙う」

12・11 北朝鮮問題 6 者協閉会（12・8 再開）ー北朝鮮の核計画の検証方法めぐり

対立（プルトニウムの抽出量などを突き止めるための核関連物資のサンプ

ル採取文書化の可否）、再開期日示さぬまま休会宣言／米主席代表・ヒル国

務次官補「我々が妥協するようなものではない。北朝鮮は（10月の米朝協

議で）口頭で認めたことを文書にすることを拒んでいる」（12･11Ａ夕）

＜議長声明骨子＞（12･12Ｍ）

①朝鮮半島非核化を目指した 05・9 共同声明を再確認し、積極的努力を表

明、核施設検証で国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の支援と諮問を歓迎

②寧辺核施設の無力化と重油 100 万トン相当のエネルギー支援の並行履

行、国際社会の参加を歓迎

③日朝間、米朝間の懸案解決と関係正常化への努力を促進

④6ヵ国協議の早期再開を確認

→12・12Ｍ「北朝鮮が揺さぶりー6 ヵ国協議、米次期政権を見据えー日本
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政府『次回数ヵ月後か』」／Ｙ「核文書化合意せず閉幕ー6ヵ国協議米次期

政権へ先送り」「韓国、日米寄りに転換、6ヵ国協議ー李政権の政策反映、

『拉致、日本の立場理解』」「北、エネルギー不足深刻ー停電が頻発、鉄道

機能せず」

⇒12・11米、対北朝鮮重油支援見直しーマコーマック報道官「検証で合意

しない限り、米国と協議参加国はこれ以上の義務を果たすことはないだろ

う」（12･12Ｍ夕）

→12・13Ｙ「対北ブッシュ外交失敗ー6 ヵ国協議合意ならず、譲歩カード

使い切る」

→12・13Ａ夕「米、重油支援中断でー対北朝鮮、核検証合意までー駆け引

きの一環か」

12・11 ＣＯＰ14閣僚級会議（ポーランド）ー国連気候変動枠組み条約締約国会議

（ＣＯＰ14）の閣僚級会合ー温暖化防止「長期目標の共有」に合意できず

ー「オバマ次期政権の動向に注目」集まる（12･12Ａ夕）⇒12・13ＣＯＰ14

閉幕ー交渉期限の09･末までの作業計画など確認（12･13Ａ夕）

⇒12・12ＥＵ首脳会議（ブリュッセル）、温暖化対策合意ー2013 年以降の

包括的な地球温暖化対策案で

＜ＥＵ合意の温室効果ガス削減対策案＞（12･13Ｍ）

①排水量取引制度（ＥＴＳ）の拡充ー競売による有料化を進める

②ＥＴＳ対象とならない分野（運輸、建物、サービス業など）は国別に削

減目標を設定

③二酸化炭素ＣＯ₂の回収、地下貯留の推進エネルギーの推進

④再生可能なエネルギーの推進。交通部門で20年に10％まで引き上げ

⑤新車のＣＯ₂排水量を規制。15 年までにメーカーごとに走行 1 キロ当り

130グラムに抑え、超えたら制裁金

→12・13Ａ夕「1年後の合意に暗雲ーＣＯＰ14」／Ｍ夕「ポスト京都体制、

原案来年6月までにー温室ガス削減、ＣＯＰ14が閉幕」「『オバマ待ち』で

交渉停滞」
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→12・16Ａ㈳「温暖化防止ー『南北共益』の道はある」／Ｍ㈳「ＣＯＰ14

閉幕ー環境と経済の両立日本が示せ」／Ｔ㈳「ＣＯＰ14－立ち止まる余裕

はない」

12・12 Ｍ夕「目的なく暴れる若者、アテネ暴動 6 日目ー未来への不安抱え、ネッ

ト情報で終結」－12・6 から始まる暴動、インターネット情報で学生、労

働者、アナキストの若者ら、「我々は政権退陣を求めるデモをしに来た」「1

日 9時間働いて月700ユーロ（約8万 5000円）。暴動の原因は貧しい若者

の怒りだ」「彼らの暗さはギリシャだけの問題じゃないと思う。この世代が

何を恐れているのか、くみ取る必要がある」などの声

→12・13Ａ「若者不遇怒り発火ーギリシャ暴動、就職難･低賃金にあえぐ」

→12・13Ｙ「世界不況、出稼ぎフィリピン人直撃ー解雇の嵐・帰国の波ー

『仕送り』依存経済ピンチ」


